
令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の実施状況及び効果検証

　※令和4年度→令和5年度繰越分は除く

実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価
等）、④事業の対象（交付対象者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）
R4→R5繰越額

R4→R5繰越
の有無

成果
（定量評価）

効果検証

1 1 指定管理者制度事業
アセットマネジメ
ント推進課

①新型コロナウイルス感染症により影響を受けた指定管理者制度導入施設の
業務継続に必要な経費を助成することにより安定的な運営を図る
②指定管理者が利用者のキャンセル料を免除した額、既納のキャンセル料
を、利用者に返金した額及び返金に要した振込手数料
③2022年1月27日から3月21日までの施設利用にかかるもの
　58施設、21,006千円（見込）
④交付対象者：指定管理者、対象施設：利用料金制度導入施設　102施設

R4.6.20 R5.3.31 20,632,728 0 対象の指定管理施設　58施設

当該事業により指定管理者を支援することでコ
ロナ禍においても公の施設を継続して運営で
き、また、住民サービスを継続することができ
た。

2 2 中山間地域PR事業
市民協働・地域政
策課

①中山間地域の特産物等を首都圏でPRすることで、地域団体の活性化や本市
への関心を高め、コロナ禍で停滞している農業者、食品事業の社会活動を後
押しする。
②東京で物産展を実施する旅費、需用費、役務費、使用料
③旅費918千円（出展団体等及び職員旅費）1泊2日
　需用費98千円（物産展啓発物品）
  役務費464千円（出展資材運搬）
  使用料及び賃借料220千円（イベントスペース使用料）
④地方公共団体

R4.12.10 R4.12.11 1,609,881 0
・商品取扱い店舗数　47店舗
・購入者数　501人
・総売上額　591,640円

東京の有楽町でマルシェを2日間開催したこと
で、コロナ禍で停滞している農業者、食品事業
の経済活動の回復と本市への関心の高まりにつ
ながった。また、出展店舗には開催後も商品を
購入するリピーターが現れるなど、継続的な効
果があった。

3 3 中山間地域モバイルスタンプラリー事業
市民協働・地域政
策課

①中山間地域内の店舗を巡るモバイルスタンプラリーを実施することで、地
域への訪問と店舗への立ち寄りを促進し、新型コロナウイルス感染症により
停滞している経済活動の活発化やコロナ禍での非接触回遊性の促進を図る。
②モバイルスタンプラリー開催にかかる委託料
③委託料2,500千円
　（内訳）コーディネート費用　860千円（イベント運営等）
　　　　　 景品費用　180千円
　　　　　　　　　　　　　（特産品3,000円×10個×6地域）
　         郵送料　60千円（郵送料1,000円×60名）
　         サービス利用料　1,400千円
④地方公共団体

R4.9.27 R5.1.31 2,343,000 0
・参加店舗数：49店舗
・参加者数：553名

モバイルスタンプラリーを通して、中山間地域
における訪問者の回遊性が高まり、コロナによ
り停滞していた経済活動の活発化が促進され
た。

4 4 デジタル田園都市国家構想推進交付金
デジタル・スマー
トシティ推進課
情報システム課

①新型コロナウイルス感染症対策として、デジタルを活用した市民にやさし
い窓口の促進により、非接触・非対面の環境を整える
②窓口支援システムやキャッシュレス決済の導入に伴う経費及び決済手数料
等
③需用費　1,870千円（決済端末等）
　役務費　25,487千円（決済手数料等）
　委託料　124,695千円（窓口支援システム構築委託等）
　工事請負費　8,713千円（回線施設工事）
　備品購入費　38,627千円（窓口支援システム初期導入費等）
④各区役所、協働センター等

R4.4.1 R5.3.31 161,976,676 0

窓口アンケートによる市民満足
度:91点

※令和5年4月17日・18日の2日
間で、来庁者アンケートを実施
し、満足度を5段階
（20,40,60,80,100）で評価。
サンプル数53。

書かないワンストップ窓口システム及びキャッ
シュレス決済を導入したことにより、市民サー
ビスの向上及び業務効率化が図られたととも
に、感染拡大防止に寄与した。

5 5 Web会議システム庁内整備事業（デジタル・ガバメ
ント推進事業）

デジタル・スマー
トシティ推進課

①新型コロナウイルス感染症対策として、外部や庁舎間との会議を遠隔で実
施できる環境の整備・運用により、非接触・非対面の環境を整える
②WEB会議機器類の購入及びタブレットやWEB会議アプリケーション等の利用
に要する経費
③需用費　600千円（WEB会議機器類等）
　役務費　3,908千円（タブレット・WEB会議アプリケーション利用料等）
④本庁舎等、市内12施設

R4.4.1 R5.3.31 3,266,994 0

web会議アプリケーション使用
時間数（月平均）：433時間

※R4.8.1～R5.3.31の使用時間
数：3,467時間

・業務効率の向上
市域が広い本市において、離れた拠点間の庁内
会議をオンラインで実施することで、業務効率
が向上した。

・コミュニケーションの活性化
電話やメールでのやりとりや、対面での会議に
加え、オンライン会議を効果的に組み合わせる
ことにより、他自治体や市外の事業者等と、コ
ミュニケーションの最適化や活性化が図られ
た。

・感染拡大防止
会議を遠隔で実施できる環境の整備・運用によ
り、感染拡大防止に寄与した。



実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価
等）、④事業の対象（交付対象者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）
R4→R5繰越額

R4→R5繰越
の有無

成果
（定量評価）

効果検証

6 6 デジタル田園都市国家構想推進交付金
デジタル・スマー
トシティ推進課

①新型コロナウイルス感染症対策として、市民が支え合い、Well-beingを向
上できるまちづくりを推進することにより、非接触・非対面の環境を整える
②市民参加型合意形成プラットフォームの活用や浜松版Well-being指標（幸
福度）の整備及びデータ連携基盤を活用したサービスの実装に向けた支援に
要する経費
③役務費　1,980千円（Decidim利用料）
　委託費　10,814千円（Well-being指標市民アンケート調査委託等）
　補助金　10,000千円（浜松市データ連携基盤活用サービス実装支援補助
金）
④市民、事業者等

R4.6.1 R5.3.31 13,001,480 0

・データ連携基盤を活用した
サービスの地域実装　4件
・幸福のシナリオ作成分野数
4件

・データ連携基盤活用サービス実装支援補助金
の活用により、冠水や土砂災害対策のモニタリ
ングなど、データを活用した地域課題解決が促
進された。

・Well-Being指標や市民参加型合意形成プラッ
トフォーム「Decidim」の活用により、Well-
Being向上に向けた取組みの促進やWell-Beingを
実現できるまちづくり推進が図れた。

・Decidimの導入により、オンラインでも市民等
が意見交換できる環境が整備された。

7 7 活動拠点事業
UD・男女共同参画
課

①あいホールにおけるセンサーで自動開閉する換気窓６か所のうち、故障に
より開閉不能となった２か所を修繕し、新型コロナウイルス感染症の感染予
防を図る
②自動換気システム修繕工事
③工事費　1,261,700円
④浜松市男女共同参画・文化芸術活動推進センター（あいホール）

R4.9.1 R4.12.22 1,343,100 0
換気窓2ユニットの開閉不具合
の解消

エントランス上部にある換気窓を修繕すること
で、来庁者や職員への感染防止に寄与した。

8 8 くらしのセンター運営事業 市民生活課

①ウイルスの飛沫拡散防止のため、トイレの洋式化を図る
②トイレ改修工事費
③１箇所（便器交換、ブース改修、給排水工事等）1,782千円
④地方公共団体

R4.5.13 R4.8.12 1,562,000 0
くらしのセンター内のトイレ１
箇所について、洋式化を実施し
た。

洋式化により、トイレの蓋をしめて流すことが
できるようになり、ウイルスの飛散を防止でき
るようになった。

9 9
新しい生活様式に対応したオンライン会議実践講
座（区課題解決事業）

中区区振興課

①新型コロナウイルス感染症対策として、オンライン会議の方法を知る機会
を提供し、新しい生活様式に対応した情報共有の一助とする。
②オンライン会議の利用方法やグループワーク機能等の実習を中心とした体
験講座の実施
③委託料1,259千円
④中区協議会委員及び選出委員の母体団体

R4.8.1 R5.2.28 440,000 0

実施団体・回数：
3団体・4回（中区協議会委員2
回、消防団中区支団1回、中区
保護司会1回）
参加者数：延べ73人

新型コロナウイルス感染症対応として、非接
触、非対面の環境であるオンライン会議を実際
に体験してもらうことにより、実施する上での
基本的な操作について習得することができた。
受講後のアンケートでは、今後オンライン会議
を利用したいと「思う」、「必要があれば」と
回答した人が90％を占めており、オンライン会
議の方法を知ってもらうきっかけづくりという
目的を果たすことができ、感染拡大防止に寄与
した。

10 10
文化・芸術等ライブ配信システム構築事業（区役
所デジタル運営経費）

天竜区区振興課

①施設間のライブ配信システムを構築し、新型コロナウイルス感染症対策と
して非接触・非対面の環境を整え、文化芸術に触れる機会の拡大及び生涯学
習の推進を図る
②ライブ配信環境の整備に係る経費
③配線工事費1,305千円、光回線使用料310千円、ライブ配信委託料330千円
④天竜区内文化施設5施設

R4.4.1 R5.3.31 1,828,750 0
ライブ配信事業数　2事業
ライブ配信視聴者数　1,374人

新型コロナウイルス感染症の影響により観客数
が制限される地域文化祭の様子をライブ配信や
アーカイブ配信することで、より多くの市民に
文化芸術に触れる機会を提供することができ
た。

11 11
WEB会議システム運用事業（区役所デジタル運営経
費）

天竜区区振興課

①庁舎間のオンライン環境を整備し、新型コロナウイルス感染症対策として
非接触・非対面の環境を整える
②区役所及び協働センター間のオンライン環境の整備費
③タブレット通信料182千円、初期設定費用47千円、システムリース料597千
円
④天竜区役所、協働センター4施設

R4.4.1 R5.3.31 805,921 0
庁舎間のオンライン環境を整備
した。

庁舎間のオンライン環境を整備したことで、WEB
会議の開催が可能となり、職員への感染拡大防
止に寄与した。

12 12 文化施設インターネット使用料（文化推進デジタ
ル運営経費）

創造都市・文化振
興課

①新型コロナウイルス感染症対策として、利用者によるイベント配信等を可
能にするため、市民音楽ホールへインターネット環境を整備し、非接触・非
対面の環境を整える
②インターネット使用料にかかる経費
③インターネット回線使用料（音楽配信用）　187千円
④市民音楽ホール

R4.4.1 R5.3.31 186,120 0 施設利用者向けのインターネッ
ト回線提供を行った。

インターネットを利用し、リモート会議や発表
会等のライブ配信を可能とすることで、新型コ
ロナウイルス感染症に対応した施設利用ができ
るようになった。

13 13 生涯学習施設インターネット使用料（生涯学習デ
ジタル運営経費）

創造都市・文化振
興課

①新型コロナウイルス感染症対策として、利用者によるイベント配信等を可
能にするため、浜北文化センターへインターネット環境を整備し、非接触・
非対面の環境を整える
②インターネット使用料にかかる経費
③インターネット回線使用料（音楽配信用）　187千円
④浜北文化センター

R4.4.1 R5.3.31 186,120 0 施設利用者向けのインターネッ
ト回線提供を行った。

インターネットを利用し、リモート会議や発表
会等のライブ配信を可能とすることで、新型コ
ロナウイルス感染症に対応した施設利用ができ
るようになった。

14 14
図書館利用者カードリーダー導入（図書館サービ
スシステム維持管理事業）

中央図書館

①新型コロナウイルス感染症対策として、図書貸出手続きの非接触化のた
め、スマートフォンで表示した利用者カードを読み取るバーコードリーダー
の導入
②需用費、委託費
③消耗品：14,800円×72台×1.1=1,172,160円≒1,173千円
設置調整委託：525,000円×1.1＝577,500円≒578千円
④市内24図書館（23館1分室）

R4.4.1 R5.3.31 846,648 0
・バーコードリーダーを市内24
図書館（23館1分室）に計72台
導入

図書貸出手続きの非接触化が可能となったこと
により、感染拡大防止につながった。



実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要
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15 15 電子図書購入（資料収集事業） 中央図書館

①不要不急の外出が制限される中、読書環境の拡充のため電子図書コンテン
ツの購入
②需用費
③新聞図書費：電子図書コンテンツの購入5,022千円
④市内24図書館（23館1分室）

R4.4.1 R5.3.31 5,965,079 0

・電子図書購入点数：1,267点
　一般：624点
　児童：257点
　多文化：386点
・貸出冊数：6,621点

電子図書の拡充により、接触の機会を減らすと
ともに、市民の利便性向上につながった。

16 16
美術館ピープルカウンター（美術館デジタル運営
経費）

美術館

①目的：感染防止の観点から館内の混雑回避を目的とし、自動で混雑状況を
把握し、館内及びホームページで混雑状況、入場制限有無等を周知するため
のピープルカウンターを利用する。
効果：職員によるものと比較して、混雑状況の把握については正確化、コス
ト削減につながった。周知においては迅速化・明確化したことにより来館者
の分散につながり、現在まで美術館でのクラスター発生は0件に抑えられてい
る。
②【役務費】　光回線通信料、プロバイダ定額利用料（混雑状況をリアルタ
イムでホームページ上に公開するための通信）【使用料及び賃借料】　ピー
プルカウンターリース料
③光回線通信料60千円、プロバイダ定額利用料130千円、ピープルカウンター
リース料212千円
④交付対象施設：浜松市美術館

R4.4.1 R5.3.31 400,620 0 ピープルカウンター1台設置

ピープルカウンターを設置することで、現在の
混雑状況を計測し、リアルタイムでホームペー
ジ及び館内入り口に示すことができた。館内の
混雑を来館者みずからの判断で回避できるとと
もに、適切なタイミングで入場制限を実施する
ことができた。結果として美術館での感染拡大
防止につながった。

17 17 申告会場用混雑ランプ活用事業（市民税等デジタ
ル運営経費）

市民税課

新型コロナウィルス感染症防止対策として、混雑ランプを活用し、来場者
を分散して、三密を避けた安心・安全な申告受付を実施する。
②スマホ通話料及びレンタル料
③スマホ3台通話料　　　@4,400円×3台×1.10＝14,520円
　レンタル料等　　　　@14,000円×3台×1.10＝46,200円
　宅配料　　　　　　　 　　　 1,400円×1.10＝1,540円
④対象施設：各申告会場（アクトシティ、雄踏文化センター、浜北文化セン
ター）

R5.2.16 R5.3.16 47,080 0

対象施設：３か所
申告会場（アクトシティ、雄踏
文化センター、浜北文化セン
ター）

混雑ランプを活用することで、来場者を分散し
て、三密を避けた安心・安全な申告受付を実施
することができた。

18 18
オンライン説明会・職員採用試験面接用Webツール
導入事業（人事委員会事業デジタル運営経費）

人事委員会事務局

①新型コロナウイルス感染症対策のため、オンラインセミナー出展など非接
触・非対面の職員採用募集活動実施、感染症まん延時に備えた職員採用試験
面接環境の整備
②Webツールタブレット使用料、ライセンス料、オンラインセミナー出展委託
料
③タブレット使用料135千円、ライセンス料3千円×12月×5ユーザー＝180千
円、出展委託料1,815千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 1,988,010 0

オンラインセミナー、採用説明
会等開催回数、参加人数
ＷＥＢ：17回、793人
ＷＥＢ＋対面：2回、331人

新型コロナウイルス感染症対策としてオンライ
ンやオンラインと対面のハイブリッドによる方
法により、参加者の感染拡大を防止した説明会
等を実施できた。

19 19 根洗学園管理運営事業 障害保健福祉課

①新型コロナウイルス感染症対策による根洗学園の屋外手洗い場設置工事の
実施
②屋外手洗い場設置工事費
③工事請負費　858千円
④指定管理者

R4.8.12 R4.10.24 1,023,000 0 屋外手洗い場1か所

教室付近に手洗い場を設置したことで、離れた
手洗い場から教室に戻る際に園児が壁や床を
触ってしまうといった衛生上の課題を解決する
とともに感染症防止対策に寄与した。

20 20 子ども・若者サポート事業 次世代育成課

①本市主催（静岡県教育委員会との共同主催）の合同相談会における感染対
策に使用
②パーテーション
③8,700円（5枚入り）×10セット×1.1＝95,700円
④合同相談会参加者

R4.10.30 R4.10.30 91,080 0

飛沫防止パネルを設置すること
で感染拡大防止の対応が行き届
き、来場者が安心して相談でき
る会場となった。
ブース出展者：32人
来場者：94組（148人）

合同相談会終了後、クラスターの発生や感染の
連絡はなく、より感染拡大防止に配慮した会場
設営ができたと考える。また、アンケート結果
では、ブース出展者より相談業務における感染
防止対策の参考になったとの声が寄せられた。

21 21 児童福祉事業対策費等補助金 子育て支援課

①児童入所施設における新型コロナウイルス感染症が入所児童等で出た際の
かかり増し経費及び新型コロナウイルス感染症対策資材費
②補助金
③7,500,000円×1施設（かかり増し経費
　500,000円×8施設（コロナ対策資材）
④児童入所施設

R4.4.1 R5.3.31 3,427,000 0

以下資材の購入費を補助
・抗原検査キット166個
・マスク1,100個
・防護対策セット35個
・空気清浄機5台
・非接触体温計2台
4施設　計1,222,000円

コロナ陽性者発生対応の職員手
当（夜勤手当、特別手当）の支
給費用を補助
3施設　計2,205,000円

感染防止物品の購入、かかり増し手当の補助に
より、感染防止対策に寄与した。

22 22 児童福祉事業対策費等補助金 子育て支援課

①児童家庭支援センターで使用する新型コロナウイルス感染症対策資材
②消耗品
③27,000円×1式
④児童家庭支援センター

0 0
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23 23 子ども・子育て支援交付金 子育て支援課

①子育て情報センターで使用する新型コロナウイルス感染症対策資材
②消耗品
③38,000円×1式
④子育て情報センター

R4.4.1 R5.3.31 25,608 0
以下の資材を購入、配付
アルコール消毒液1L　12個
アルコール消毒液800ｍL　12個

感染防止資材を浜松市子育て情報センターに配
付し、感染症対策に寄与した。

24 24 地域子育て推進事業 子育て支援課

①中山間親子ひろばで使用する新型コロナウイルス感染症対策資材
②消耗品
③53,000円×1式
④中山間親子ひろば実施者

R4.4.1 R5.3.31 40,525 0

以下資材を購入、配布
・ポリエチレン手袋6箱
・ペーパータオル20個
・アルコールタオル4個
・アルコールタオル詰替用20
パック
・消毒液５L詰替用4個

感染防止資材を各親子ひろばへ配付し、感染防
止対策に寄与した。

25 25 母子家庭等対策費補助金 子育て支援課

①学習支援事業で使用する新型コロナウイルス感染症対策資材
②消耗品
③1,740,000円×一式
④学習支援事業実施事業者　10団体

R4.4.1 R5.3.31 259,380 0

以下資材を購入、配布
・ハンドタオル64パック
・ウエットティッシュ20箱
・ハンドソープ10個
・マスク40箱
・手指消毒アルコール240本

感染防止資材を各学習支援会場へ配付し、感染
防止対策に寄与した。

26 26 保育対策総合支援事業費補助金 幼児教育・保育課

①市立保育所における感染防止対策
②市立保育所の園務員（会計年度任用職員）人件費
③園務員　　　　　350千円×20施設＝7,000千円
④市立保育所20施設

R4.4.1 R5.3.31 6,882,000 0 園務員配置数
市立保育所　20園

園務員を配置することで衛生環境が保持でき、
保育所等における感染拡大防止に寄与した。

27 27 保育対策総合支援事業費補助金 幼児教育・保育課

①市立保育所における感染防止対策
②市立保育所感染拡大防止対策物品の購入
③市立保育所　　150千円×20施設＝3,000千円
④市立保育所20施設

R4.4.1 R5.3.31 2,384,948 0
市立保育所
消毒液190本等を購入

施設内の消毒や衛生用品の整備により、保育所
等における感染拡大防止に寄与した。

28 28 保育ママ事業 幼児教育・保育課

①保育ママ事業における感染防止対策
②安心な保育のための感染拡大防止対策物品の購入し、配付
③保育士ママ1人あたり20千円×13人＝260千円
④保育士ママ13人

R4.4.1 R5.3.31 34,089 0 アルコールタオル71個を購入
消毒や衛生用品を配付することにより、事業実
施における感染拡大防止に寄与した。

29 29 保育対策総合支援事業費補助金 幼児教育・保育課

①私立保育所等における感染防止対策
②私立保育所等の感染拡大防止対策物品の購入
③私立保育所等300千円×106施設＝31,800千円
　　　　　　　400千円× 41施設＝16,400千円
　　　　　　　500千円×127施設＝63,500千円
④私立保育所等274施設

R4.4.1 R5.3.31 75,173,000 0
補助金交付件数
私立保育所等　192件

施設内の消毒や衛生用品の整備により、保育所
等における感染拡大防止に寄与した。

30 30 保育事業デジタル運営経費 幼児教育・保育課

①保育相談センター運営により、接触による感染リスクの減少及び窓口業務
のデジタル化を図る
②タブレットレンタル経費及びビデオ通話サービス利用料
③役務費　3,058千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.4.26 1,330,264 0 タブレット配備数　18台
オンライン対応を導入することで対面対応を削
減することができ、感染拡大防止に寄与した。

31 31 保育事業デジタル運営経費 幼児教育・保育課

①新型コロナウイルス感染症対策として、チャットボット機能を導入し、保
育園への入所手続き等の保育に関する疑問に対し、24時間365日対応可能な体
制を整備することで、非接触・非対面の環境を整える
②保育関連相談に係る保育チャットボットの導入
③委託料　1,595千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 1,595,000 0
チャットポット利用件数
6,891件

チャットポット機能を導入することで非接触・
非対面での対応を促進し、感染拡大防止に寄与
するとともに、市民の利便性向上に寄与した。

32 32 保育材料及び児童給食賄料事業 幼児教育・保育課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する食材費の増額分につい
て、保護者の負担を増やすことなく、安定した昼食を提供する
②物価高騰に伴う給食食材費
③需用費　5,155千円（市立保育園20園）
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 5,155,000 0 延対象児童数
公立保育園　21,788人

物価が高騰する中、保護者の負担を増やすこと
なく昼食を提供できた。

33 33
私立保育所等事業費助成事業（物価高騰に伴う食
材料費助成分）

幼児教育・保育課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する食材費の増額分につい
て、保護者の負担を増やすことなく、安定した昼食を提供する
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③負担金補助及び交付金　45,146千円（私立保育所等267施設）
④私立保育所等267施設

R4.4.1 R5.6.30 0 45,146,000 あり
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34 34 保育事業運営経費 幼児教育・保育課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する食材費の増額分につい
て、保護者の負担を増やすことなく、安定した昼食を提供する
②物価高騰に伴う給食食材費に対する助成事業に係る事務費
③需用費　218千円　役務費　126千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.6.30 0 344,000 あり

35 35
クラスター発生時における感染症対策事業（医療
調整本部事業）

健康医療課

①高齢者施設等からの要請又は必要に応じて、市内医療機関へ感染症専門家
等による医療チームの派遣要請を行い、施設への感染拡大防止対策を図る。
②感染症専門家派遣にかかる謝礼
③医師　　@7,550円×8H×1人×30日＝1,812,000円
　看護師　@2,760円×8H×2人×30日＝1,324,800円
　業務調整員（薬剤師等）
　　　　　　　@2,760×8H×1人×30日＝662,400円
④地方公共団体

0 0

36 36 患者搬送事業（医療調整本部事業） 健康医療課

①新型コロナウイルス感染症対応として、自宅等から二次救急医療機関等へ
救急搬送された自宅療養者等について、病院からの依頼により24時間体制で
自宅等への戻り搬送を行う業務を委託する。
②患者搬送業務にかかる委託料
③@143,650円×183日×1台＝26,287,950円
④地方公共団体

0 0

37 37 患者引率人材派遣事業（医療調整本部事業） 健康医療課

①新型コロナウイルス感染症対応として、患者搬送時の医療機関等との連絡
調整のため、患者搬送車に同乗する業務を委託する。
②看護師の人材派遣にかかる委託料
③@4,840円×4H×183日×1人＝3,542,880円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 6,612,650 0 看護師等の派遣　192日
看護師等によるコロナ患者の医療機関への移送
付き添い、患者や医療機関との連絡調整等を実
施し、コロナ対応業務の遂行に寄与した。

38 38 患者搬送車運転事業（医療調整本部事業） 健康医療課

①新型コロナウイルス感染症対応として、患者搬送車の運転業務を委託す
る。
②患者搬送車の運転業務にかかる委託料
③送迎業務基本料　　　　@575,850円　 ×6月＝3,455,100円
　 送迎業務（１台追加）　@19,195円/日×5回＝   95,975円
　 中止時における準備費用　@9,350円  ×1回＝    9,350円
④地方公共団体

0 0

39 39
自宅療養体制整備事業費補助金（医療調整本部事
業）

健康医療課

①自宅及び宿泊療養施設で療養している新型コロナウイルス感染症患者に対
して、往診、外来診療等を行う体制を整備する。
②自宅療養者等の症状悪化時に、保健所の依頼により診療（外来診療・往
診・オンライン診療）を実施する医療機関に対する協力金
③@30,000円×3人×183日＝16,470,000円
④医療機関等

0 0

40 40 引佐鎮玉診療所管理運営事業 健康医療課

①コロナ患者等の重症度診断の目安となる血中酸素濃度を測定するパルスオ
キシメーターを更新する。
②パルスオキシメーターの備品購入費
③パルスオキシメーター　@39,800円×1.10＝43,780円
④地方公共団体

R4.6.15 R4.6.23 34,980 0 パルスオキシメーター　1台を
購入

パルスオキシメーターを更新したことでコロナ
患者等の重症度診断に寄与した。

41 41 デジタル田園都市国家構想推進交付金 健康増進課

①新型コロナウイルス感染症対策として、LINEを活用したチャット型のコ
ミュニケーションによる情報発信や、電子化した無料クーポン券の配布を行
うことにより、非接触・非対面の環境を整える
②婦人科検診受診率向上対策事業委託費
③運用費用（利用料）2,400千円×1.1、運用支援（受診勧奨）1,200千円×
1.1
④地方公共団体

R4.5.31 R5.3.31 2,640,000 0
LINEの友達登録者数　2,858人
（R5.3.31時点）

新型コロナウイルス感染症の影響による検診の
受診控えの影響があった中、LINEを活用した情
報発信により、若い世代に対し、女性特有のが
ん検診の受診勧奨を実施することができた。

42 42 デジタル田園都市国家構想推進交付金
ウエルネス推進事
業本部

①メンバー管理機能や健康マイレージ機能などを有したデジタルツール（ヘ
ルスケアアプリ）の導入により、コロナ禍における「浜松ウエルネスプロ
ジェクト」への市民参加の拡大や、市民の健康増進活動等の促進、健康無関
心層の行動変容などにつなげる。
②委託費
③委託料一式13,008千円（アプリ構築・設定費用、アプリ運用（サーバー・
WEB利用料）、PR費用、インセンティブ費用、管理費用）
④地方公共団体

R4.6.7 R5.3.31 12,886,500 0 ・アプリ登録者数：7,137人

「浜松ウエルネスプロジェクト」への市民参加
の拡大や、市民の健康増進につなげることがで
きた。アプリのアンケート機能による調査で
は、38％の利用者がアプリ登録後に生活習慣が
変わったと回答。
また、アプリ活用による日々のウォーキングや
生活習慣チェック、健（検）診結果の記録等の
活動を通して、市民の健康増進が図られ、新型
コロナウイルス感染症予防の一助となったと考
える。

43 43 PCR検査センター設置運営事業 保健総務課

①PCR検査センターの設置運営
②検査対象者の検体採取所への交通誘導業務委託
③委託料　8,109千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 8,109,000 0
PCR検査センターの設置に伴
い、交通誘導業務の委託をし
た。

交通誘導員を配置したことで、感染が疑われ
る検査対象者を検体採取場へスムーズに誘導す
ることができ、また感染が疑われる検査対象者
と一般市民との接触を防ぐことができた。
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44 44 発熱等受診相談センター運営事業 保健総務課

①新型コロナウイルス感染症対応として、発熱等受診相談センターの設置運
営
②電話相談、受診調整及び自宅療養者の健康観察
③電話料（フリーダイヤル使用料、アプリ使用料）7,920千円
　電話料（スマホレンタル料）　　805千円
  委託料（相談窓口等業務）　84,725千円
④地方公共団体

93,450,000 0
発熱等受診相談センターの設
置に伴い、相談窓口業務の委託
をした。

発熱等受診相談センターを配置し業務の一部を
委託したことで、保健所職員の負担を軽減し、
疫学調査や入院調整等の専門的な業務に専念で
きる体制を整備した。

45 45 地域就職氷河期世代支援加速化交付金 産業振興課

①就職氷河期世代の就労支援（新型コロナウイルス感染症の影響を受けた者
を含む）
②就職氷河期世代の相談や支援に係る委託費、補助金、報償費
③就職氷河期世代就職相談会事業委託費　2,569千円
地域若者サポートステーションはままつ就職氷河期世代支援事業委託費
1,706千円
就職氷河期世代ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ等支援事業委託費、補助金、報償費　20,632千円
就職氷河期世代支援プロモーション事業委託費　2,068千円
④就職氷河期世代

R4.4.1 R5.3.31 22,073,174 0

地域若者サポートステーション
就職氷河期世代相談受付件数：
520件
地域若者サポートステーション
就職氷河期世代就職者割合：
41%
就職相談会参加者数：64人
就職氷河期世代インターンシッ
プ等支援事業正規就職者割合：
62%

新型コロナウイルス感染症の影響により離職等
を余儀なくされた求職者や、不本意非正規雇用
者及び無業者等の就職氷河期世代を対象とした
就職支援事業を実施し、対象者の就労を支援し
た。

46 46 海外販路拡大事業 農業水産課

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため
②海外渡航に伴う必要証明書等諸経費
③80千円(渡航証明書）×８回
④海外渡航職員

0 0

47 47 デジタル田園都市国家構想推進交付金 農業水産課

①先端技術により農業現場の省力化を推進し、三密回避による感染防止を支
援する。加えて、先端技術により農業現場の生産性向上、労務環境改善を推
進し、コロナ禍で打撃を受けた生産者の支援及びアフターコロナに向けた農
業の成長産業化を後押しする。
②スマート農業機器の購入費に対する補助
③交付上限額6,000千円×5件
④浜松市の認定農業者のうちスマート農業を推進する者

R4.4.1 R5.3.15 27,692,000 0
補助金交付件数：11件
（交付金額：27,692千円）

スマート農業機器の導入を補助することによ
り、農作業の省力化による三密回避と、コロナ
による人材不足の補完が図られた。
またコロナ禍により打撃を受けた農家の支援及
びアフターコロナを想定した成長産業化を後押
しした。

48 48 デジタル田園都市国家構想推進交付金 農業水産課

①新型コロナウイルス感染症対策としてのオンラインによる食資源の認知度
向上と販路拡大・開拓。
②コンテンツ拡充費及び動画撮影用備品購入費
③コンテンツ拡充費　17,810千円、備品180千円
④サイト運営事業者等

R4.7.20 R5.3.31 17,983,579 0 サイト訪問者数：185,614

新型コロナウイルスの影響により旅行や大規模
イベント等の実施が難しく、オンライン需要が
伸びている情勢においてWEBサイトを活用。全国
の食に関心のある層などに向けて、浜松の食資
源の認知度向上を図ることができた。

49 49
浜松のお茶消費拡大推進事業（生産振興活動支援
事業）

農業振興課

①浜松のお茶の消費拡大及びコロナ禍における市民の豊かで健康的な生活の
実現を図る
②粉末スティック茶の製造・配布、お茶講座の開催
③粉末スティック茶の製造・配布：14,170千円
　お茶講座の開催：830千円（市内小中学校20校）
④市内小中学校の児童生徒（約65,000人）

R4.4.8 R5.3.28 13,851,081 0

市内の生葉を加工した一番茶
1.2t使用
粉末スティック茶約100万本作
成

コロナ禍におけるお茶の消費低迷の影響を受け
いている農家、加工業者への支援に繋がった。

50 50 新しい生活様式支援天竜材活用事業 林業振興課

①新型コロナウイルスの影響で、木材の主な需要先である建築物の着工が落
ち込む中、新しい生活様式に則した木製什器の購入を支援することで、天竜
材の新たな需要の創出を図る。
②天竜材（FSC認証材）を使用した新型コロナウイルス感染症対策に対する補
助金
③住宅500千円×16件、非住宅2,000千円×14件、500千円×8件
④浜松市内の住宅（賃貸等を含む）、住宅以外の浜松市内の施設

R4.4.1 R5.3.31 21,983,000 0

申請数：47件
交付決定金額：21,983千円
導入された木製什器：316基
実施されたリノベーション：住
宅1件、非住宅10件

新型コロナウイルス感染症の影響で、木材の主
な需要先である建築物の着工が落ち込む中、新
しい生活様式に則した木製什器の購入やリノ
ベーションの実施を支援することにより、天竜
材の新たな需要の創出に繋がった。

51 51 デジタル田園都市国家構想推進交付金 林業振興課

①新型コロナウイルス感染症対策として、モデル地域においてLPWAを活用し
た通信インフラを整備し、林業従事者にLPWAインフラを活用したサービスを
利用してもらうことで、林業従事者の安全確保と労働生産性を高め、非接
触・非対面の環境を整える
②携帯圏外の林業施業地において「LPWA」を整備し、安全対策等の効果を検
証
③27,416千円（LPWAエリア構築事業25,316千円、LPWA活用モデル事業2,100千
円）×1/2
④市内森林のうち、約350haのモデル地域（天竜区龍山町瀬尻）において、
LPWA通信インフラを整備

R4.7.1 R5.3.31 27,151,326 0
LPWA通信インフラ整備面積：
5,262ha

新型コロナウイルス感染症対策として、モデル
地域（天竜区龍山町内）においてLPWAを活用し
た通信インフラを整備した。林業従事者にLPWA
インフラを活用したサービスを利用してもらう
ことで、林業従事者の安全確保と労働生産性の
向上、非接触・非対面の環境整備に繋がった。

52 52 林業機械・施設整備事業 林業振興課

①コロナ禍における物価高騰対策として、市内の製材・加工業者等が組織す
る天竜国産材事業協同組合による高性能木材乾燥機の導入を支援し、原油価
格の上昇や物価高騰に伴う負担の軽減による林業・木材産業の経営安定化を
図る。
②天竜国産材事業協同組合に対し、高性能木材乾燥機の導入を支援
③事業費34,830千円×1/2＝17,415千円
④補助対象者：天竜国産材事業協同組合

R4.7.28 R5.1.4 17,080,000 0

整備施設：1施設（天竜国産材
事業協同組合）
交付決定金額：17,080千円
導入された施設：高性能木材乾
燥機

新型コロナウイルス感染症における原油価格・
物価高騰等をきっかけに、高性能木材乾燥機を
導入。事業実施によって使用燃料の変更により
生産コスト・ランニングコストが軽減され、天
竜材の流通コストの軽減に繋がった。
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53 53
新型コロナウイルス感染症対策貸付金利子助成事
業

産業振興課

①静岡県経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠）の利子助成
による実質無利子化
②静岡県経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠）の融資にか
かる県利子補給後の利子1.3％または1.4％の利子額3年分について、前年度3
月末までに支払った額を翌年度に補助金として交付。交付時期は令和3年度か
ら令和8年度。
③総利子補給額（R3～R8) 2,938,294千円
　R4補助金交付見込み額　968,000千円
  コールセンター設置　25,000千円
④静岡県経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染対応枠）の融資対象者

R4.4.1 R5.3.31 825,776,643 0

静岡県の新型コロナウイルス感
染症対応枠の貸付を利用してい
る2,670社（法人2,226、個人
444）に、812,781,119円を交付
した

当制度の活用により、静岡県の新型コロナウイ
ルス感染症対応枠の利率が実質ゼロになるとい
うこともあり、新型コロナウイルス感染症の影
響で売上が減少した中小企業者の資金繰りが円
滑化された。

54 54
新型コロナウイルス感染症対策デジタル化応援事
業

産業振興課

①新型コロナウイルス感染症対策のため、中小企業者等のデジタル化の取組
を支援し、非接触・非対面の環境を整える
②デジタル化に要する経費への助成
③中小法人等200千円×700社=140,000千円、個人事業主100千円×500者
=50,000千円
コールセンタ設置　30,000千円
④売上が減少（2021年の売上が2019年又は2020年と比較して10％以上減少）
している中、デジタル化に取り組む中小企業者等

R4.4.1 R5.3.31 209,292,152 0

オンライン会議やテレワーク等
のデジタル化事業に取り組む日
業者1,282社（法人：814件／
468件）に補助金184,973,132円
を交付した。

新型コロナウイルスで売り上げが減少した中小
企業へのデジタル化支援として、本制度を実施
した。中でも申請が多かった①建設業②製造業
③サービス業において、デジタル化が遅れてい
る事業者の生産性向上が図られた。

55 55 販売会開催事業（商業振興支援事業） 産業振興課

①新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた飲食事業者の販路開拓を支援
する。
②報償費、使用料賃借料、委託料
③
・販売人件費（報償費）
販売当日の販売補助にかかる経費（10,000円×20社×2日＝400,000円）
・専門家派遣経費（報償費）
販売に当たっての必要事項を専門家が支援する（33,000円×20社×2回＝
1,320,000円）
・什器借用費（使用料及び賃借料）
販売当日に商品を配置する机等のレンタル経費（3,000円×20社×2日＝
120,000円）
・会場使用料（使用料及び賃借料）
販売当日に借用するスペースの使用料金（50,000円×30坪×2日＝3,000,000
円）
・サイン作成費（委託料）
販売当日に配置する装飾や社名版等の作成経費（50,000円×20社＝1,000,000
円）
④市内の飲食事業者等

R5.2.1 R5.3.28 2,156,990 0 出店者数　12社
臨時販売会の実施により新型コロナウイルスの
影響を受けている、飲食事業者等の支援に繋
がった。

56 56
空き店舗利活用事業費補助金（商業者支援事業費
助成事業）

産業振興課

①商店街の活性化及び商業の振興を図るため、空き店舗等へ出店する事業に
対し補助金を交付する。新型コロナの影響により、特に中心市街地の空き店
舗が増加しており、飲食・小売業等の回復を促進する。
②補助金
③補助金交付金額
1,500千円×6件＝9,000千円
1,000千円×6件＝6,000千円
　500千円×1件＝500千円
合計13件、15,500千円
④空き店舗等に新しく出店する事業者

R4.4.1 R5.3.29 11,345,000 0

交付件数：20件
（交付金額：22,092,000円）
【上記のうち交付金充当対象】
交付件数：11件
（交付金額：11,345,000円）

新型コロナウイルスの影響により増加した空き
店舗への出店を補助することで、地域経済活性
化に寄与した。

57 57 都心オフィス進出支援事業費補助金（都心業務機
能集積促進助成事業）

産業振興課

①コロナ禍における地域経済の活性化対策として、中心市街地へ新たに事務
所等を開設する事業者に対し、その費用の一部を助成することで、就業人口
の増加及び雇用機会の拡大を図ることを目的とする。
②補助金
③補助金交付額　37,632千円（合計8件）
一般オフィス（事務所賃料の1/2、上限月100千円）
大型オフィス（事務所賃料の1/2、上限月1,000千円、
　　　　　　　　通信料の1/2、上限500千円、
　　　　　　　　新規常時雇用者1人あたり500千円）
④市内へ新たに進出する企業等

R4.4.1 R5.3.8 1,800,000 0 交付件数　2件
交付金額　1,800,000円

新型コロナウイルスの影響により、事業が停滞
する事業者の支援に繋がった。
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58 58 中小事業者等グリーントランスフォーメーション
支援事業(5月補正分)

産業振興課

① コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響によるコスト増に直面してい
る中小事業者が、本補助金を利用し、コスト削減及び省エネルギーにつなが
る製品等を購入することで、中小事業者等によるカーボンニュートラル対応
に対する取り組みを促すことを目的とする。
② 補助金 1,732,000千円、申請受付等委託料27,432千円
③ 支援メニューごとに、以下のとおり想定している。
(1)「CO2排出量等の見える化支援」 200千円×210社=42,000千円
(2)「ＬＥＤ等導入支援」 500千円×700社=350,000千円
(3)「設備導入・省エネ機器導入支援」2,000千円×100社=200,000千円
(4)「農業用省エネ技術等導入支援」1,500千円×480件＝720,000千円
(5)「林業用省エネ技術等導入支援」600千円×150件=90,000千円
(6)「水産業用省エネ技術等導入支援」2,000千円×146件＝293,000千円
(7)「再生可能エネルギー活用型電気契約支援」低圧264千円×115件、高圧
1,320千円×50件　97,000千円
④所定の要件を満たす中小事業者及び個人事業主等

R4.7.1 R6.3.31 23,000,000 1,605,494,000 あり

LEDや省エネ機器の導入など
カーボンニュートラルへの取組
を行う事業者
474者に258,676,917円を交付し
た。

原油高や物価高騰の影響によるコスト増に直面
している中小事業者に対し、コスト削減や省エ
ネルギーにつながる製品導入を支援した。製造
業を含む市内企業及び個人、団体等444者、農業
者21者、林業者4件、水産業者5件に補助金を交
付することで、市内事業者のカーボンニュート
ラル対応が図られた。

59 59 物流等円滑化支援事業 産業振興課

①コロナ禍における物価高騰対策として、貨物自動車運送業や旅客運送業の
原油価格上昇に伴う燃料費負担を軽減することで、市内企業や市民の負担軽
減を図る。
②貨物自動車運送業等に対し、所有する事業用車両の台数に応じて交付金を
交付
③貨物自動車運送業45千円×約6200台＝279,000千円、一般貸切旅客運送業45
千円×約90台=4,000千円、交付金　約283,000千円
コールセンタ設置　12,000千円
④市内に本店、支店等を置く貨物自動車運送業及び一般貸切旅客運送業

R4.7.1 R5.3.31 186,564,000 0

市内運送事業者等418社（法
人：342件／個人：76件）に交
付金177,885,000円を交付し
た。

原油価格の高騰に伴い、燃料費負担が増加する
中、当交付金を交付することにより、価格転嫁
が難しい運送事業者等を支援することができ
た。

60 60 外国人企業活動促進事業（スタートアップ誘致事
業）

スタートアップ推
進課

①目的：コロナ禍における地域経済の活性化対策として、スタートアップビ
ザを活用し、浜松市における外国人起業家の育成及び活動拠点の形成を図る
ことで、「外国人材も活躍する“日本一の起業家応援都市　浜松”」の実現
を目指すもの。
概要：外国人起業家の呼び込みに向けて、経済産業省の定める告示に沿って
地方公共団体から起業支援を受ける外国人起業家に対し、最長１年間の入
国・在留を認める制度。地方公共団体の「外国人起業活動促進事業」を経済
産業大臣が認定。（通称：スタートアップビザ）地方出入国在留管理局が在
留資格「特定活動」を付与。
②外部有識者による起業準備活動計画の確認に要する謝礼150千円
③中小企業診断士謝礼＠15,000円×申請件数5件×2回（当初申請時・更新
時）
④地域企業で就労する外国人エンジニア、留学生、浜松に日本法人を設立し
ようとする海外スタートアップが候補。このうち、地域企業で就労する外国
人エンジニアや地域大学に属する留学生が主たる候補。

R4.7.15 R5.2.15 15,000 0 起業準備活動計画の確認1件

本市において新たにビジネスを開始するにあた
り、提出された起業準備活動計画の確認に要す
る外部有識者の謝礼を執行し、コロナ禍におけ
る地域経済の活性化対策となるスタートアップ
ビザを活用した外国人起業家の育成及び活動拠
点の形成に向け対応した。

61 61 舘山寺地区観光施設維持管理事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症対策として、施設内換気促進のため、窓設備の
更新を行うもの。
②施設改修に係る経費
③物品費　 117千円
　 施工費　   13千円
　 諸経費　   19千円
 ④舘山寺ターミナル

R4.6.30 R4.8.5 148,500 0 網戸取付数：8枚
設備改修によって、窓開けによる換気を促進
し、新型コロナウイルスの感染拡大防止に寄与
した。

62 62 観光施設維持修繕事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症対策として、飛沫拡散防止のため、公衆トイレ
の洋式化改修を行うもの。
②公衆トイレ改修工事に係る経費
③物品費　540千円
　 施工費　423千円
　 諸経費　200千円
④天竜区浦川観光トイレ

R4.8.22 R5.1.31 1,093,400 0 トイレ洋式化数：2基
洋式化により、飛沫拡散防止が図られ、新型コ
ロナウイルスの感染拡大防止に寄与した。

63 63 観光施設維持修繕事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症対策として、飛沫拡散防止のため、公衆トイレ
の洋式化改修を行うもの。
②公衆トイレ改修工事に係る経費
③物品費　92千円
　 施工費　105千円
　 諸経費　58千円
④天竜区宮川観光トイレ

R4.4.14 R4.5.31 254,100 0 トイレ洋式化数：1基
洋式化により、飛沫拡散防止が図られ、新型コ
ロナウイルスの感染拡大防止に寄与した。
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64 64 渚園維持管理事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症対策として、飛沫拡散防止のため、観光施設内
公衆トイレの洋式化改修を行うもの。
②公衆トイレ改修工事に係る経費
③物品費　418千円
　 工事費　880千円
　 諸経費　382千円
④渚園キャンプ場西側トイレ

R5.1.14 R5.3.28 1,485,000 0 トイレ洋式化数：3基
洋式化により、飛沫拡散防止が図られ、新型コ
ロナウイルスの感染拡大防止に寄与した。

65 65 国民宿舎奥浜名湖維持管理事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症対策として、施設内換気促進のため宿泊施設内
換気、給気設備の更新を行うもの。
②施設内換気、給気設備更新工事に係る経費
③物品費　252千円
　 施工費　587千円
　 諸経費　  63千円
④国民宿舎奥浜名湖

R4.4.12 R4.5.31 899,800 0

浴室給気ファン修繕箇所：1か
所
厨房給排気ファン修繕箇所：1
か所

設備修繕によって、換気機能を改善し、新型コ
ロナウイルスの感染拡大防止に寄与した。

66 66 観光キャンペーン事業（デジタル国内誘客推進事
業）

観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルスの感染拡大及びこれに伴う物価高騰により、市内宿泊
施設をはじめとした観光業への影響が深刻化していることから、宿泊費の一
部を助成する「観光キャンペーン」を実施することで、本市への来訪を誘引
し、市内観光関連産業の振興を図る。
②宿泊クーポンの配布
③割引クーポン原資       　　　　　  186,800千円
特設ページ制作費・広告費　   　      9,295千円
クーポン発行手数料　　　　　　　 　  3,509千円
契約事務費（収入印紙）ほか             396千円
④浜松市内宿泊施設利用者（住民等を含む）

R4.9.15 R6.3.31 0 200,000,000 あり

67 67
外国人観光客送客助成事業（インバウンド推進事
業）

観光・シティプロ
モーション課

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受けている市内宿泊施設を支援し、
インバウンドの早期回復につなげるため、訪日旅行取扱旅行会社を対象とし
た送客助成制度の実施によって、本市観光産業の基盤となる団体旅行の獲得
を図る。
②浜松市へ外国人観光客を送客する訪日旅行取扱旅行会社に対する助成
③宿泊者5,000人×2,000円＝10,000千円
　 観光施設滞在2,000人×1,000円＝2,000千円
④訪日旅行取扱旅行会社

R4.4.1 R5.3.22 8,580,045 0 4,128人泊
新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって
影響を受ける観光事業者を支援できた。

68 68 公式オンラインアンテナショップ事業
観光・シティプロ
モーション課

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受けている市内生産者及び販売事業
者を支援するため、オンライン上で地場産品の販売を行うことで非接触・非
対面の環境を整え、販路開拓の支援及び需要拡大による地域経済の活性化を
図る
②オンライン物産展の実施
③オンライン物産展開催費100,000千円（クーポン原資、WEB広告、事務運営
経費等）
④オンライン物産展利用者（住民等を含む）

R4.4.1 R5.3.31 100,000,000 0
・取扱商品数：2,734点
・合計売上：587,951,275円

新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって
影響を受ける地場産品の生産事業者及び販売事
業者を支援できた。

69 69 マイクロツーリズム推進支援事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、旅行需要を段階的に回復
させるため、市内の旅行事業者が造成する市民を対象とした旅行商品の利用
を支援する。
②市民を対象とした市内旅行商品の利用に対する支援にかかる負担金
③宿泊旅行5千円×20千人＝100,000千円
④一般社団法人静岡県旅行業協会浜松支部

R4.10.3 R5.3.29 36,948,765 0
日帰り利用件数：2,675件
宿泊利用件数：4,281件

市民等の市内旅行商品利用に対する助成によ
り、新型コロナによる影響を受けている市内の
旅行商品を造成する事業者の支援及び安心安全
を確保した社会経済活動の再開支援につながっ
た。

70 70 デリバリープラットフォーム活用促進事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている飲食店を支援するため、既
存のテイクアウト紹介サイトや飲食店の情報と配送事業者を結び付ける浜松
市独自のデリバリープラットフォーム「Foodelix」の周知及び利用促進を図
る。
②Foodelixの周知及び利用促進に要する経費
③新聞折込、広告掲出、デジタルプロモーション経費3,000千円、配送料無料
キャンペーン経費10,000千円
④Foodelix協議会

0 0

71 71 はままつLINEコロナ身守りシステム運用事業
観光・シティプロ
モーション課

①市民が安心して店舗・施設等を利用できるとともに、感染リスクを速やか
にフォローアップする。
②はままつLINEコロナ身守りシステムの運用にかかる役務費
③システム利用料100千円/月×12か月＝1,200千円
　サポート料200千円/月×12か月＝2,400千円
　計3,600千円×1.1＝3,960千円
④店舗、イベント等事業者及び利用者

R4.4.1 R4.12.31 2,970,000 0

施設等登録件数：6,823件
利用者数：172,859人
読み取り数：417,229回
（累積）

システム利用により、市民が安心して店舗・施
設等を利用することができ、新型コロナ発生時
の速やかなフォローアップに繋がった。
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72 72 はままつ安全・安心な飲食店認証制度事業
観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルスの感染が拡大し、市内の飲食店でクラスターが発生し
たことを受け、市民が安心して店舗を利用できるよう、３密対策に積極的に
取り組む飲食店を認証し、新型コロナウイルスの感染対策の推進及び市内の
経済活性化を目指す。
②3密対策に積極的に取り組む飲食店の認証
③事務局経費　4,211千円
コールセンター運営費　1,597千円
認証業務費　2,082千円
④浜松市内飲食店

R4.4.1 R5.3.31 3,047,000 0
認証店舗数：1281店舗
（※R5.3.31 時点）

市民が安心して飲食店を利用することができる
よう、新型コロナウイルス感染対策に取り組む
店舗を認証することで、感染対策の推進並びに
感染症の影響を受けている市内の飲食店への支
援に繋がった。

73 73
1億円キャッシュバックキャンペーン事業（はまま
つ安全・安心な飲食店認証制度事業）

観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている市内の飲食業界への経済支
援及び市民の需要喚起を図るため、市民が飲食店にて利用した金額を助成す
る。
②3密対策を実施している認証店舗利用者のうち抽選で飲食代を助成すること
により、飲食店の感染対策の促進及び地域経済の活性化を図る。
③・飲食代還元原資　100,000千円　×2回
　・事務委託料　30,000千円　×2回
④市が対象とする飲食店舗等の利用者

R4.5.25 R5.3.31 39,453,301 0

決済総数：87,129件
決済総額：206,944,175円
当選総額：27,185,141円

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている
飲食店舗に対するキャンペーンを実施すること
で、市民の来店需要を喚起することができた。

74 74 電子決済サービス等を活用したポイント還元事業
（シティプロモーション事業）

観光・シティプロ
モーション課

①電子決済サービス利用者に対するポイント還元を通じたキャンペーンの実
施(第6弾）により、市民への需要喚起を図り、さらに新型コロナウイルス感
染症の影響を受けている市内店舗への経済支援を図る。
②還元率30%、1回3,000円相当・期間内10,000円相当を上限としたポイント
バック経費
③ポイントバック原資：750,000千円（3千円×25万回）、事務手数料：
90,000千円
④電子決済サービスを導入している市内中小店舗の利用者

R4.6.24 R4.11.1 768,008,929 0

・対象店舗の決済額：約41億
6,900万円
・ポイント付与額：約6億8,100
万円

新型コロナウイルス感染症の影響によって落ち
込んだ消費が喚起され、地域経済活性化につな
がった。

75 75
3密対策事業者支援事業（観光・シティプロモー
ション運営経費）

観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている店舗、事業所等における３
密対策の促進
②３密対策として購入、設置する機器や改修費用等の助成
③R2年度に設置した空調設備等のR4年度分リース料に対する補助
　1事業者あたり補助率1/2、上限30万円
　10事業者、438,700円
④接客や密集、密接、密閉が高い業種で市内で別に定める事業を運営する中
小企業及び個人事業主

R4.4.1 R5.3.31 1,397,375 0
交付件数：74件
（交付金額：2,696,650円）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、
感染防止対策を実施する市内の事業者を支援で
きた。

76 76
新型コロナウイルス感染症対策応援事業補助金
（観光・シティプロモーション運営経費）

観光・シティプロ
モーション課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている店舗、事業所等における３
密対策の促進
②３密対策として購入、設置する機器や改修費用等の助成
③R3年度に設置した空調設備等のR4年度分リース料に対する補助
　1事業者あたり補助率1/2、上限30万円
　300千円×4事業者＝1,200千円
④接客や密集、密接、密閉が高い業種で市内で別に定める事業を運営する中
小企業及び個人事業主（飲食店及び宿泊施設等を除く）

R4.4.1 R5.3.31 231,500 0
交付件数：9件
（交付金額：407,500円）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、
感染防止対策を実施する市内の事業者を支援で
きた。

77 77
公共交通機関を用いた市内観光周遊促進事業（マ
イクロツーリズム推進支援事業）

観光・シティプロ
モーション課

①原油価格の高騰や新型コロナウイルス感染症の影響を受ける観光関連産業
を支援するため、燃料費高騰による消費者の負担を軽減し、公共交通機関を
用いた市内観光周遊を促進することで、観光振興による地域経済の活性化を
図る。
②市内公共交通機関が販売する観光周遊チケットの割引、公共交通機関を用
いた市内観光周遊商品（乗車券）の造成、公共交通機関を用いた市内観光周
遊のPRにかかる経費
③割引原資7,900千円、商品造成費8,000千円、広告宣伝費5,000千円
④市内交通事業者

R4.7.14 R5.3.29 10,596,090 0 販売実績　2,151件
新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって
影響を受ける観光事業者を支援できた。

78 78
電子決済サービス等を活用したポイント還元事業
（シティプロモーション事業）

観光・シティプロ
モーション課

①電子決済サービス利用者に対するポイント還元を通じたキャンペーンの実
施(第5弾）により、コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けてい
る生活者の負担を軽減するとともに、市内の経済活動の活性化を図る。
②還元率20％、1回1,000円相当・期間内5,000円相当を上限としたポイント
バック経費
③ポイントバック原資：1,325,000千円（1千円×132.5万回）、事務手数料：
175,000千円
④電子決済サービスを導入している市内店舗の利用者

R4.6.18 R5.2.28 1,066,506,714 0

・対象店舗の決済額：約54億
2,000万円
・ポイント付与額：約8億9,000
万円

新型コロナウイルス感染症の影響によって落ち
込んだ消費が喚起され、地域経済活性化につな
がった。

79 79 デジタル田園都市国家構想推進交付金 都市計画課

①新型コロナウイルス感染症対策として、「3D都市モデル」の整備により、
デジタルツインによる様々なシミュレーション等を可能とし、持続的に発展
する都市づくりを推進し、非接触・非対面の環境を整える
②3次元の地理空間データに「建物情報」等の都市活動に係る属性情報を付加
した「3D都市モデル」の整備
③3D都市モデル整備委託（都市計画区域515 ）　一式　100,980千円
④地方公共団体

R4.9.20 R5.3.17 36,300,000 0
業務委託により、浜松市都市計
画区域515 の「3D都市モデ
ル」を整備した。

「3D都市モデル」の整備により、デジタルツイ
ンによる様々なシミュレーション等が可能とな
り、非接触・非対面の環境が整った。
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80 80 路線バスに対する燃料価格激変緩和対策支援事業
（バス交通等対策助成事業）

交通政策課

①コロナ禍による公共交通利用者減に加え、燃料価格の急騰に見舞われてい
る路線バス事業者に対し、支援を行うことにより、公共交通の下支えを図
る。
②路線バス事業に対する交付金
③
・市内の民間会社が運行する路線バスに対する支援
72千円×保有台数231台＝16,632千円
・市が委託する路線バス（自主運行バス、地域バス）に対する支援　1,368千
円
令和4年4月から令和5年3月運行期間内における前年同月との運行に係る燃料
費の差額を支援
④市内の民間会社が運行する路線バス及び市が委託する路線バスの運行事業
者

R4.10.5 R5.6.30 17,158,313 250,000 あり

交付先：3社（17,158,313円）
・遠州鉄道㈱　16,632,000円
・遠鉄タクシー㈱　141,736円
・㈲水窪タクシー　384,577円

燃料価格の高騰により影響を受ける民間路線バ
ス及び市委託路線バス運行事業者に対して支援
を行うことで、公共交通の下支えに寄与した。

81 81 消防庁舎整備事業 消防総務課

①消防指令センター仮眠室の分散化工事（１室→２室、大部屋→半個室化）
を行い、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策を図る。
②消防指令センターの仮眠室部分に係る改修工事
③工事費　29,122千円
　 パーテーション工事　10,511千円、家具工事  4,628千円、空気調和設備
6,384千円、換気設備  7,599千円
④消防局3階消防指令センター

R4.4.20 R5.1.13 19,882,511 0

消防指令センター仮眠室の半個
室化（大部屋→女性4部屋、男
性9部屋）による職員間の飛沫
接触ゼロ化及び換気環境の改善
（機能強化）

消防指令センター仮眠室の分散化工事及び空気
調和設備を更新することで、職員への感染拡大
防止に寄与した。

82 82 消防庁舎整備事業 消防総務課

手動式の水栓を非接触型の自動式へ整備することで感染防止を図るもの
②手動式の水栓を非接触型の自動水栓へ改修する工事費
③92対象×80千円（工事費）×1.1＝8,096千円
④消防庁舎（19施設）の救急消毒室、トイレ、洗面所（92か所）

R4.8.23 R4.12.15 7,771,500 0
消防庁舎（11施設）の救急消毒
室、トイレ、洗面所（80か所）
の自動水洗化

庁舎内の水栓を自動化することで、来庁者及び
職員への感染拡大防止に寄与した。

83 83 消防団庁舎整備事業 消防総務課

①消防団庁舎の汲み取り式トイレや和式トイレを洋式トイレへ整備し、感染
症予防をする
②トイレ洋式化に係る工事費
③ 洋式トイレ設置工事     　　　　　　　　 2,200千円
　　汲み取り式から洋式への改修工事　17,500千円
　　和式から洋式への改修工事　　　　　24,000千円
④消防団庁舎47施設

R4.4.1 R5.3.31 40,237,560 0

消防団庁舎（47施設）の汲取り
式及び和式トイレの洋式化、消
防団庁舎（11施設）の自動水栓
化、消防団庁舎（1施設）のト
イレ増設

庁舎の汲取り式及び和式トイレを洋式化、自動
水栓化、トイレの増設をすることで、消防団員
への感染拡大防止に寄与した。

84 84 救急高度化推進整備事業 警防課

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴う救急搬送件数の増加に伴い、救急車
を更新し、救急搬送体制を万全にし、市民の命を守る。
②救急車本体、艤装及び積載する資器材に係る経費
③高規格救急車１台28,020千円×１台
④中消防署相生出張所

R4.9.14 R5.2.9 27,950,285 0 高規格救急車1台の更新
高規格救急車1台を更新することで、救急搬送体
制を万全にした。

85 85 救急高度化推進整備事業 警防課

①感染防止衣を購入し、救急隊員の感染防止対策に万全を期すもの
②感染防止衣の購入経費
③感染防止衣　上16,280円×120着　下8,800円×120着
④救急隊員

R4.5.27 R4.7.5 2,970,000 0 感染防止衣120着の購入
感染防止衣120着を購入することで、救急隊員へ
の感染拡大防止に寄与した。

86 86 人件費（会計年度任用職員） 教職員課

①健康観察・ストレスチェック・健康相談等の実施補助や校内の衛生環境管
理などにより、新型コロナウイルス感染拡大に伴う環境変化に対する児童の
心身のケア充実を図る
②小学校への養護教諭補助員（会計年度任用職員）配置にかかる人件費
③991,318円×6人＝5,947,908円
④養護教諭補助員 6人

R4.4.1 R5.3.24 4,367,068 0
養護教諭補助員の配置
小学校　6名

新たに養護教諭補助員を配置することにより、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う環
境変化に対する児童の心身のケアを充実させる
ことができた。

87 87 教育支援体制整備事業費補助金 教職員課

①新型コロナウイルス感染症対策のため、小学校の教室等の消毒作業を行う
もの（補助対象分）
②消毒作業にかかる委託料（除菌人件費）
③普通校：362,336円×1.1×32校＝12,754,227円
　大規模校：543,504円×1.1×5校＝2,989,272円
　超大規模校：724,672円×1.1×1校＝797,139円
　⇒計：16,540,638円
④小学校　38校

R4.4.5 R5.3.31 16,222,549 0
【補助対象分】
消毒作業委託　小学校38校

【補助対象分】
小学校における教室等の消毒作業の委託によ
り、新型コロナウイルス感染拡大により生じた
教職員の業務負担軽減及び新型コロナウイルス
の感染リスク軽減を図ることができた。

88 88 教育支援体制整備事業費補助金 教職員課

①新型コロナウイルス感染症対策のため、中学校の教室等の消毒作業を行う
もの（補助対象分）
②消毒作業にかかる委託料（除菌人件費）
③普通校：362,336円×1.1×16校＝6,377,113円
　大規模校：543,504円×1.1×2校＝1,195,709円
　⇒計：7,572,822円
④中学校　18校

R4.4.5 R5.3.31 7,427,190 0
【補助対象分】
消毒作業委託　中学校18校

【補助対象分】
中学校における教室等の消毒作業の委託によ
り、新型コロナウイルス感染拡大により生じた
教職員の業務負担軽減及び新型コロナウイルス
の感染リスク軽減を図ることができた。
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89 89 教育指導デジタル運営経費 指導課

①コロナによる社会や生活の変化が児童生徒に与えた影響をメンタルヘルス
アンケートにより把握
②市立小中学校の児童生徒に対するWebアンケート調査業務委託費
③
・アンケート調査及び分析　1,200円/学級×2,430学級≒2,900千円
・研修動画　300千円
・消費税　320千円
④市立小中学校の児童生徒　約63,000人

R4.4.1 R5.2.28 3,372,600 0
・市立小中学校のすべての児童
生徒に実施（小学校96校、中学
校48校）

・新型コロナウイルス感染症が児童生徒たちの
心にどのように影響しているのかが分かり、支
援を必要とする児童生徒がリストアップされ、
適切な対応につながった。

90 90 不登校児支援推進事業 指導課

①ほっとエリア阿多古活動拠点施設における感染対策のためのトイレ洋式化
②トイレ洋式化に要する経費
③2基（男女1基ずつ）×547千円
④ほっとエリア阿多古活動拠点施設

R4.9.22 R5.1.11 926,200 0
・不登校支援の拠点である旧下
阿多古中学校の男女トイレの洋
式化　男女各１基

・洋式にしたことで、利用者の感染拡大防止に
寄与した。

91 91 教育支援体制整備事業費補助金 幼児教育・保育課

①市立幼稚園における感染防止対策
②感染拡大防止対策物品の購入
③300千円×2園＝600千円
　 400千円×21園＝8,400千円
　 500千円×37園＝18,500千円
④市立幼稚園60園

R4.4.1 R5.3.31 3,669,690 0
市立幼稚園
消毒液332本等を購入

消毒や衛生用品を配付することにより、事業実
施における感染拡大防止に寄与した。

92 92 私立幼稚園助成事業（私立幼稚園教育振興助成事
業）（物価高騰に伴う食材料費助成分）

幼児教育・保育課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する食材費の増額分につい
て、保護者の負担を増やすことなく、安定した昼食を提供する
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③負担金補助及び交付金　17,646千円（私立幼稚園41園）
④私立幼稚園41園

R4.4.1 R6.3.31 0 17,646,000 あり

93 93
幼稚園事業運営経費（物価高騰に伴う食材料費助
成分）

幼児教育・保育課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する食材費の増額分につい
て、保護者の負担を増やすことなく、安定した昼食を提供する
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③負担金補助及び交付金　2,151千円（市立幼稚園にて外注食を提供する35
園）
④市立幼稚園にて外注食を提供する35園

R4.4.1 R5.3.31 485,800 0
補助金交付件数、対象児童数
24園、928人

物価が高騰する中、昼食の保護者負担を軽減す
ることができた。

94 94 学校給食センター事業（学校給食食材購入事業） 健康安全課

①コロナ禍において高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
②給食食材費の高騰に対し、給食費を据え置くためのに要する需用費
③需用費　11,752千円（原油価格や物価の高騰による学校給食費の増加分と
して、直近4か月の物価上昇率を平均した地方別消費者物価指数を用いて算
出。1食単価上昇額　幼稚園9円、小学校10円、中学校12円）学校給食費保護
者負担金：1,122千円充当
④園児（センター受配幼稚園）、児童、生徒の保護者

R4.7.1 R5.3.31 19,130,257 0
児童生徒・園児への提供食数：
1,652,780食（R4.7～R5.3）

食材価格が高騰する中で、従前通りの質・量を
維持した学校給食を提供することができた。

95 95 学校給食費管理事業 健康安全課

①コロナ禍において高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
②給食食材費の高騰に対し、給食費を据え置くために要する委託料
③委託料　83,579千円（原油価格や物価の高騰による学校給食費の増加分と
して、直近4か月の物価上昇率を平均した地方別消費者物価指数を用いて算
出。県学校給食会への食材調達委託。1食単価上昇額　幼稚園9円、小学校10
円、中学校12円）学校給食費保護者負担金：7,979千円充当
④園児（きずな給食実施園、センター受配幼稚園）、児童、生徒の保護者

R4.7.1 R5.3.31 70,706,390 0
児童生徒・園児への提供食数：
6,104,448食（R4.7～R5.3）

食材価格が高騰する中で、従前通りの質・量を
維持した学校給食を提供することができた。

96 96 水道事業会計負担金（感染防止対策分） 上下水道総務課

①水道施設における感染防止対策
②水道施設のトイレ洋式化工事費に対する水道事業会計への繰出金
③浄水場等水道施設のトイレ9基　計4,076千円
④浜松市水道事業会計

R4.5.19 R5.2.10 4,759,700 0
水道施設の和式トイレから洋式
トイレへの改修　9基

水道施設のトイレを和式から洋式へ改修したこ
とで、職員及び施設利用者への感染拡大防止に
寄与した。

97 97 下水道事業会計負担金（感染防止対策分） 上下水道総務課

①下水道施設における感染防止対策
②下水道施設のトイレ洋式化工事費に対する下水道事業会計への繰出金
③浄化センター等下水道施設のトイレ19基　計8,606千円
④浜松市下水道事業会計

R4.5.19 R4.10.31 4,684,900 0
下水道施設の和式トイレから洋
式トイレへの改修　10基

下水道施設のトイレを和式から洋式へ改修した
ことで、職員及び施設利用者への感染拡大防止
に寄与した。

98 98 障害者福祉運営経費 障害保健福祉課

①新型コロナウイルス感染症における感染者急拡大（第7波）の影響を踏ま
え、市内の訪問系及び通所系の障害福祉サービス等事業所に対して安定的な
事業の継続のため、抗原定性検査キットを配布する。
②抗原定性検査キット購入に要する経費
③480事業所　18,216千円
④市内訪問系及び通所系障害福祉サービス等事業所

R4.9.2 R5.3.31 18,216,000 0
購入数　24,000個
配布数　19,525個

県の支援対象に含まれず、抗原検査キットの入
手が困難な訪問系及び通所系事業所へ抗原検査
キットを配布することにより安定的な事業の継
続が図られた。
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99 99 介護保険運営経費 介護保険課

①新型コロナウイルス感染症における感染者急拡大（第7波）の影響を踏ま
え、市内の訪問系及び通所系の介護サービス事業所等に対して安定的な事業
の継続のため、抗原定性検査キットを配布する。
②抗原定性検査キット購入に要する経費
③市内900事業所　36,432千円
④市内訪問系及び通所系介護サービス事業所等

R4.9.2 R5.3.31 36,432,000 0
購入数　48,000個
配布数　38,550個

県の支援対象に含まれず、抗原検査キットの入
手が困難な訪問系及び通所系介護サービス事業
所へ抗原検査キットを配布することにより安定
的な事業の継続が図られた。

100 100 自宅療養体制整備事業費補助金（医療調整本部事
業）（9月補正分）

健康医療課

①自宅及び宿泊療養施設で療養している新型コロナウイルス感染症患者に対
して、往診、外来診療等を行う体制を整備する。
②自宅療養者等の症状悪化時に、保健所の依頼により診療（外来診療・往
診・オンライン診療）を実施する医療機関に対する協力金
③外来　@20,500円×7,450人＝152,725千円
　 往診　@1,500円×772人＝1,158千円
 　オンライン診療　@3,000円×1,575人＝4,725千円
④医療機関等

0 0

101 101 PCR検査センター設置運営事業（9月補正分） 保健総務課

①新型コロナウイルス感染症対応として、PCR検査センターの設置運営
②検査対象者の検体採取所への交通誘導業務委託
③委託料　4,529千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 915,400 0
PCR検査センターの設置に伴
い、交通誘導業務の委託をし
た。

交通誘導員を配置したことで、感染が疑われ
る検査対象者を検体採取場へスムーズに誘導す
ることができ、また感染が疑われる検査対象者
と一般市民との接触を防ぐことができた。

102 102 発熱等受診相談センター運営事業（9月補正分） 保健総務課

①新型コロナウイルス感染症対応として、発熱等受診相談センターの設置運
営
②電話相談、受診調整及び自宅療養者の健康観察
③電話料（フリーダイヤル使用料、アプリ使用料）3,554千円
　電話料（スマホレンタル料） 1,635千円
  委託料（相談窓口等業務）　81,905千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 87,094,000 0
発熱等受診相談センターの設
置に伴い、相談窓口業務の委託
をした。

発熱等受診相談センターを配置し業務の一部を
委託したことで、保健所職員の負担を軽減し、
疫学調査や入院調整等の専門的な業務に専念で
きる体制を整備した。

103 103 患者引率人材派遣事業（感染症対策事業） 生活衛生課

①新型コロナウイルス感染症患者搬送において、看護師を同乗させ引率する
ことで医療機関・保健所の体制を維持する。
②看護師派遣契約委託料
③@4,840×8時間×146日×1人　　　　　 ＝5,653,120円
　@6,292×8時間×5日（年末年始）×1人＝　251,680円
　@6,050×20時間（時間外勤務分）　　　　＝　121,000円
④浜松市（人材派遣会社と契約により執行）

R4.4.1 R5.3.31 7,049,460 0
新型コロナウイルス感染症患者
の搬送　270件

新型コロナウイルス感染症患者の搬送に際し、
搬送車の運転をするための職員が1名、同乗して
患者の体調変化をモニターするための保健師が1
名必要であったが、これらのうち同乗する者を
派遣看護師により実施することにより保健所職
員の業務ひっ迫を緩和し、ハイリスク患者への
アプローチの確保に寄与した。

104 104 患者搬送車運転事業（感染症対策事業） 生活衛生課

①新型コロナウイルス感染症患者搬送において、患者搬送車の運転を委託す
ることで医療機関・保健所の体制を維持する。
②運転業務契約委託料
③@575,850×5か月（月単価）　＝2,879,250円
　時間外・1台追加・中止費用　　＝　77,000円
④浜松市（民間警備会社と契約により執行）

R4.4.1 R5.3.31 2,971,430 0
新型コロナウイルス感染症患者
の搬送　270件

新型コロナウイルス感染症患者の搬送に際し、
搬送車の運転をするための職員が1名、同乗して
患者の体調変化をモニターするための保健師が1
名必要であったが、これらのうち運転業務を外
部委託により実施することにより保健所職員の
業務ひっ迫を緩和し、ハイリスク患者へのアプ
ローチの確保に寄与した。

105 105
抗原定性検査キット配布事業
(感染症対策事業）

生活衛生課

①医療機関のひっ迫を防ぐため、有症状者が自宅療養する前に使用する新型
コロナウイルス感染症抗原定性検査キットを配布する。
②抗原定性検査キット配布業務契約委託料
③@567.6×133,904個（配布予定数）≒76,004,144円
④浜松市（人材派遣会社と契約により執行）

R4.8.22 R5.3.31 22,003,002 0
新型コロナウイルス感染症抗原
定性検査キットの配布　38,806
個

新型コロナウイルス感染症の患者増加に伴い、
外来医療のひっ迫を防止し重症化リスクが高い
者が医療機関を受診できる体制を維持するた
め、静岡県下で検査キット配布を活用し受診す
ることなく自宅療養する仕組みが構築され、本
キット配布によって検査需要を賄ったことで、
外来医療機関のひっ迫を軽減し、重症化リスク
が高い者の受診体制維持に寄与した。

106 106 小学校施設整備事業 教育施設課

①コロナ禍における小学校での感染症対策のためのトイレ洋式化（蓋付き）
②トイレ洋式化に要する経費
③249台×（514-418）千円
④地方公共団体

R4.5.16 R5.3.31 23,557,900 0

コロナ禍における小学校での感
染症対策のためのトイレ洋式化
（蓋付き）249台実施
※R3→4繰越事業と併せて

感染症対策のためのトイレ洋式化（蓋付き）実
施したことにより、小学校での感染症抑制と
なった。

107 107 中学校施設整備事業 教育施設課

①コロナ禍における中学校での感染症対策のためのトイレ洋式化（蓋付き）
②トイレ洋式化に要する経費
③136台×（514-418）千円
④地方公共団体

R4.5.16 R5.3.31 13,016,000 0

コロナ禍における小学校での感
染症対策のためのトイレ洋式化
（蓋付き）136台実施
※R3→4繰越事業と併せて

感染症対策のためのトイレ洋式化（蓋付き）実
施したことにより、中学校での感染症抑制と
なった。

108 108 子ども・子育て支援交付金 教育総務課

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止対応としての経済支援・生活支援に
必要な施設（放課後児童クラブ）における換気の促進
②網戸の設置または修繕費
③網戸設置　4,559千円（123,200円×37か所）
　網戸修繕　　　314千円（16,500円×19か所）
④網戸が設置されていないまたは修繕が必要な放課後児童クラブ

R4.11.18 R5.2.28 3,083,080 0 網戸設置か所数　32か所
網戸修繕か所数　28か所

網戸未設置や張り替えが必要であった放課後児
童クラブは、害虫の侵入などの心配がなくなっ
たため、感染症対策の徹底を図りながら、放課
後児童クラブを継続的に実施することができ
た。
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109 109 家庭系廃棄物等収集運搬支援事業（交付金） 廃棄物処理課

①コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響により、コスト増に直面して
影響を受けている一般廃棄物等収集運搬事業者に対し、緊急的な支援を行
い、市民生活に不可欠な一般廃棄物処理等の安定化を図る。
②市内の一般廃棄物等収集運搬事業者の対象車両への交付金
③支援内容(家庭系一般廃棄物収集運搬：8～26千円/台・204台、路上死亡動
物回収：19千円/台・2台）
④市内の一般廃棄物等収集運搬事業者（9者）に安定的な収集運搬業務を行わ
せる。

R4.10.1 R5.3.31 4,828,000 0
・交付件数：9件
（交付金額：4,828,000円）

原油価格高騰の影響を受けている一般廃棄物等
収集運搬事業者に対し、緊急的な支援を行い、
市民生活に不可欠な一般廃棄物処理等の安定化
に寄与した。

110 110 一般廃棄物許可収集運搬支援事業（交付金） ごみ減量推進課

①コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響により、コスト増に直面して
影響を受けている一般廃棄物等収集運搬事業者に対し、緊急的な支援を行
い、市民生活に不可欠な一般廃棄物処理等の安定化を図る。
②市内の一般廃棄物等収集運搬事業者の対象車両への交付金
③支援内容(し尿・浄化槽汚泥収集運搬：30～40千円/台　 87台、事業系一般
廃棄物収集運搬：8～26千円/台　299台)
④市内の一般廃棄物等収集運搬事業者（56者）が、市民へ価格転嫁すること
を防ぐと同時に安定的な収集運搬業務を行わせる。

R4.10.1 R5.3.31 8,634,000 0
交付先：51者
（交付金額：8,634千円）

原油価格高騰の影響を受けている一般廃棄物等
収集運搬事業者に対し、緊急的な支援を行い、
市民生活に不可欠な一般廃棄物処理等の安定化
に寄与した。

111 111 救護施設物価高騰対策費助成事業 福祉総務課

①原油価格・物価高騰及びコロナ禍においても安定的な事業運営を行うた
め、救護施設運営事業者の光熱費等に対し助成を行う。
②救護施設運営事業者への光熱費等の価格上昇相当の一部を支援することに
要する経費
③補助金4,553千円（電気・ガス4施設、食料費4施設）
④市内救護施設

R4.4.1 R5.3.31 4,553,000 0

市内救護施設（4施設）に対
し、電気・ガス、食料費の価格
上昇相当分の1/2を補助
（交付金額：4,553,000円）

救護施設運営事業者へ光熱費等の価格上昇相当
の一部を支援することで、原油価格・物価高騰
及びコロナ禍においても安定的な事業運営を継
続することができた。

112 112 障害福祉施設等物価高騰対策費助成事業 障害保健福祉課

①原油価格・物価高騰及びコロナ禍においても安定的な事業運営を行うた
め、障害福祉サービス事業者における光熱費等の負担を軽減する。
②障害福祉サービス事業者への光熱費等の価格上昇相当の一部を支援するこ
とに要する経費
③郵便料80千円、補助金106,735千円（電気・ガス342事業所、燃料費307事業
所）
④市内障害福祉サービス等事業者

R4.10.1 R5.3.31 75,192,828 0
浜松市障害福祉サービス等事業
所物価高騰対策助成事業費補助
金交付件数　112件

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する
中で、原油価格・物価高騰による影響を受けて
いる障害福祉サービス等事業者に対して支援を
実施することで、負担を軽減した。

113 113 老人福祉施設等物価高騰対策費助成事業 高齢者福祉課

①原油価格・物価高騰及びコロナ禍においても安定的な事業運営を行うた
め、社会福祉サービス事業者の光熱費等に対し助成を行う。
②社会福祉サービス事業者への光熱費等の価格上昇相当の一部を支援するこ
とに要する経費
③郵便料15千円、補助金76,768千円（電気・ガス83施設、食料費6施設）
④市内高齢者施設

R4.10.1 R5.3.31 59,728,250 0
浜松市高齢者施設物価高騰対策
助成事業費補助金交付件数　64
件

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する
中で、原油価格・物価高騰による影響を受けて
いる高齢者施設運営事業者に対して支援を実施
することで、負担を軽減した。

114 114 介護施設等物価高騰対策費助成事業 介護保険課

①原油価格・物価高騰及びコロナ禍においても安定的な事業運営を行うた
め、介護サービス事業者の光熱費等に対し助成を行う。
②介護サービス事業者への光熱費等の価格上昇相当の一部を支援することに
要する経費
③郵便料61千円、補助金401,594千円（電気・ガス631事業所、燃料費466事業
所）
④市内介護サービス事業者

R4.10.1 R5.3.31 359,069,161 0
浜松市介護施設等物価高騰対策
助成事業費補助金交付件数 238
件

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する
中で、原油価格・物価高騰による影響を受けて
いる介護サービス等事業者に対して支援を実施
することで、負担を軽減した。

115 115 社会的養護推進事業（社会的養護体制整備事業） 子育て支援課

①コロナ禍における物価高騰対策として、児童養護施設に対し、高騰する電
気、ガス料金、食材費の増額分について、補助を行う。
②物価高騰に伴う児童養護施設の電気、ガス料金、食材費に対する助成
③負担金補助及び交付金　3,267千円
④地方公共団体

R4.12.1 R5.3.31 3,275,000 0

以下、各施設種別ごとに助成
カッコ内は施設数
児童養護施設(3)2,115,000円
乳児院(1)168,000円
母子生活支援施設(1)469,000円
自立援助ホーム(2)329,000円
ファミリーホーム(1)194,000円

各施設のコロナ禍における物価高騰負担の軽減
に寄与した。

116 116
私立保育所等助成事業（私立保育所等事業費助成
事業）（物価高騰に伴う光熱費助成分）

幼児教育・保育課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する光熱費の負担軽減を図る
②物価高騰に伴う光熱費に対する助成
③負担金補助及び交付金　33,482千円（私立保育所等267施設）
④私立保育所等267施設

R4.4.1 R5.3.31 32,036,000 0
補助金交付件数
私立保育所等　229件

光熱費が高騰する中、保護者の負担を増やすこ
となく安全・安心な保育所運営に寄与した。

117 117
私立幼稚園助成事業（私立幼稚園教育振興助成事
業）（物価高騰に伴う光熱費助成分）

幼児教育・保育課

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する光熱費の負担軽減を図る
②物価高騰に伴う光熱費に対する助成
③負担金補助及び交付金　16,338千円（私立幼稚園41園）
④私立幼稚園41園

R4.4.1 R5.3.31 14,982,000 0
補助金交付件数
私立幼稚園　39件

光熱費が高騰する中、保護者の負担を増やすこ
となく安全・安心な幼稚園運営に寄与した。
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118 118 肥料価格高騰対策支援事業（生産振興活動支援事
業）

農業振興課

①コロナ禍における肥料価格の高騰に伴う生産者への影響を軽減するための
支援を行うことで、生産者意欲の向上を図り安定的な農業経営を推進する
②肥料価格高騰の影響緩和、海外原料に依存する化学肥料の低減を目的に、
化学肥料の2割低減に向けて取り組みを行う農業者で組織する団体等に対して
肥料コスト上昇分を支援する経費
③肥料価格高騰対策支援交付金　215,541千円
　 申請受付事務等委託料　4,500千円
④化学肥料の2割低減に向けて取り組みを行う農業者で組織する団体等

R4.12.1 R5.9.30 9,494,422 206,046,000 あり 交付金件数：33件
コロナ禍における肥料価格高騰の影響を受けて
いる生産者に対し、安定的な農業経営のための
支援に繋がった。

119 119 防犯灯設置維持管理費助成事業（補助金） 各区区振興課

①コロナ禍における原油価格高騰の影響を受けた事業者の支援として、自治
会の管理する防犯灯の維持管理（電気料）に対する補助金に原油高騰による
増額分を追加する。
②原油価格高騰による防犯灯の電気料の増額分
③負担金補助及び交付金　27,933千円　（対象灯数　74,088灯）
④各区自治会

R4.4.1 R5.3.31 21,649,057 0

自治会で設置している防犯灯の
電気料に対する助成。
・中区　17,062灯
・東区　11,530灯
・西区　11,579灯
・南区　9,363灯
・北区　10,972灯
・浜北区　7,192灯
・天竜区　6,099灯

防犯灯の電気料の高騰分を助成し、各自治会の
負担軽減に繋がった。

120 120 社会的養護推進事業（里親支援事業） 児童相談所

①コロナ禍における物価高騰対策として、高騰する光熱費・食材費の増額分
について、里親の負担を増やすことなく、里親委託児童の安定した養育環境
を維持するための支援
②物価高騰に伴う光熱費・食材費に対する助成
③負担金補助及び交付金　567千円（対象は里親委託児童を受託している里親
で、受託児童数に応じて1人あたり月額900円（基準額1,800円×1/2）助成す
る。対象児童数630人）
④里親

R4.4.1 R5.3.31 487,800 0
・交付件数：45件
（交付金額：487,800円）

光熱費、食糧費の価格上昇分を補助することに
より、コロナ禍における物価高騰の影響を受け
ている里親家庭の負担を軽減することができ
た。

121 121 ＺＥＨ導入支援事業補助金（当初分）
カーボンニュート
ラル推進事業本部

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰対策として、ZEH新築等の導入支援を
通じて、本市の家庭等の省エネを推進するもの
②ZEH導入支援に係る補助金
③ZEH住宅50棟×30万円=1,500万円
④本市に主たる事務所(本社、本店等)を有する事業者による施工でZEHを新築
等する者

R5.1.5 R5.3.1 15,000,000 0
ＺＥＨ導入支援事業補助金交付
件数　50件

エネルギー収支実質ゼロ住宅の導入支援によ
り、コロナ禍における市民のエネルギー価格高
騰対策に寄与することができた。

122 122 就職活動応援事業 産業振興課

①新型コロナウイルス感染症によるアルバイトの制限や原油価格・物価高騰
が学生の生活費を圧迫しているため、市内企業への就職活動にかかる交通費
等を補助し、本市へのUIJターン就職の促進を図る
②委託料、補助金
③20,000円×250人＝5,000,000円（補助金）
浜松市公式就職サイト「JOBはま！」に登録し、市外の大学等に在籍かつ市

外居住の学生

R5.2.1 R5.11.30 882,200 5,613,000 あり 補助金交付決定者：13名

新型コロナウイルス感染症の影響によるアルバ
イトの制限やエネルギー・食料品価格等の物価
高騰が学生の生活費を圧迫していたため、就活
にかかる交通費等の補助を実施した。学生から
は就活経費の負担が減って有り難い、企業から
は自社への就職促進につながる等の意見をいた
だいており、今後はさらに周知に力を入れ、市
内へのUIJターン就職の促進を図る。

123 123 中小事業者等グリーントランスフォーメーション
支援事業(11月補正分)

産業振興課

① コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響によるコスト増に直面してい
る中小事業者が、本補助金を利用し、コスト削減及び省エネルギーにつなが
る製品等を購入することで、中小事業者等によるカーボンニュートラル対応
に対する取り組みを促すことを目的とする。
② 委託料、補助金 860,000千円
③ 支援メニューごとに、以下のとおり想定している。
(1)「CO2排出量等の見える化支援」 200千円/社
(2)「ＬＥＤ等導入支援」 500千円/社
(3)「設備導入・省エネ機器導入支援」2,000千円/社
(4)「農業用省エネ技術等導入支援」1,500千円/件
(5)「林業用省エネ技術等導入支援」600千円/件
(6)「水産業用省エネ技術等導入支援」2,000千円/件
(7)「再生可能エネルギー活用型電気契約支援」低圧264千円/件、高圧1,320
千円/件
④所定の要件を満たす中小事業者及び個人事業主等

R4.7.1 R6.3.31 0 708,218,000 あり

124 124 １億円宿泊代還元キャンペーン事業
観光・シティプロ
モーション課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける観光事業者を支援す
るため、宿泊代還元キャンペーンの開催により観光需要の活性化を図る。
②市内宿泊者に対して、宿泊代に応じたクーポンを抽選で配布
③クーポン原資：100,000千円（10千円×1万人）、事務手数料：30,000千円
④市内宿泊者（住民等を含む）

R5.2.6 R6.3.31 0 130,000,000 あり
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125 125 水道事業会計負担金（動力費支援分） 上下水道総務課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける水道施設の動力費上
昇分の運営支援による水道水の安定供給
②動力費
③浄水場施設等　100,030千円
④浜松市水道事業会計

R4.4.1 R5.3.31 81,130,199 0 動力費の支援対象　299施設
燃料費高騰に伴う動力費上昇分に充てること
で、水道水の安定供給に寄与した。

126 126 下水道事業会計負担金（動力費支援分） 上下水道総務課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける下水道施設の動力費
上昇分の運営支援による下水の安定処理
②動力費
③管きょ　 　       9,608千円
　ポンプ場　      11,895千円
　浄化センター　80,177千円
④浜松市下水道事業会計

R4.4.1 R5.3.31 107,839,485 0
動力費の支援対象　計383施設
（マンホールポンプ等363、ポ
ンプ場15、浄化センター5）

燃料費高騰に伴う動力費上昇分に充てること
で、下水の安定処理に寄与した。

127 127 ＺＥＨ導入支援事業補助金（11月補正分）
カーボンニュート
ラル推進事業本部

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰対策として、ZEH新築等の導入支援を
通じて、本市の家庭等の省エネを推進するもの
②ZEH導入支援に係る補助金
③ZEH住宅50棟×30万円=1,500万円
④本市に主たる事務所(本社、本店等)を有する事業者による施工でZEHを新築
等する者

R4.5.23 R4.11.24 15,000,000 0
ＺＥＨ導入支援事業補助金交付
件数　50件

エネルギー収支実質ゼロ住宅の導入支援によ
り、コロナ禍における市民のエネルギー価格高
騰対策に寄与することができた。

128 128 緊急スクールサポート事業（小学校） 教職員課

①新型コロナウイルス感染症対策のため、小学校の教室等の消毒作業を行う
もの（単独分）
②消毒作業にかかる委託料（事務費、材料費）
③普通校：91,350円×1.1×32校＝3,215,520円
　大規模校：128,025円×1.1×5校＝704,137円
　超大規模校：163,401円×1.1×1校＝179,741円
　⇒計：4,099,398円
④小学校　38校

R4.4.5 R5.3.31 4,021,549 0 消毒作業委託　小学校38校

小学校における教室等の消毒作業の委託によ
り、新型コロナウイルス感染拡大により生じた
教職員の業務負担軽減及び新型コロナウイルス
の感染リスク軽減を図ることができた。

129 129 緊急スクールサポート事業（中学校） 教職員課

①新型コロナウイルス感染症対策のため、中学校の教室等の消毒作業を行う
もの（単独分）
②消毒作業にかかる委託料（事務費、材料費）
③普通校：91,350円×1.1×16校＝1,607,760円
　大規模校：128,025円×1.1×2校＝281,655円
　⇒計：1,889,415円
④中学校　18校

R4.4.5 R5.3.31 1,853,495 0 消毒作業委託　中学校18校

中学校における教室等の消毒作業の委託によ
り、新型コロナウイルス感染拡大により生じた
教職員の業務負担軽減及び新型コロナウイルス
の感染リスク軽減を図ることができた。

130 130 妊娠出産子育て支援交付金 健康増進課

①新型コロナウイルス感染拡大の中、妊娠期から出産・子育てまで一貫して
身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談
支援を充実し、経済的支援を一体として実施
②応援ギフト交付金、交付金交付業務委託費、システム改修費、郵便料等
③(1)出産応援ギフト
　　  420人／月×3月× 50千円＝ 63,000千円
　 (2)子育て応援ギフト
　　  438人／月×3月×100千円＝131,400千円
　　  438人／月×9月×100千円＝394,200千円
　 (3)応援ギフト交付業務　20,631千円
 　(4)システム改修　6,092千円
 　(5)郵便料　1,104千円
 　(6)消耗品　573千円
④令和4年4月以降に妊娠・出産した者

R5.2.1 R5.3.31 21,321,923 0
申請案内の送付件数　7,020
件、コールセンターでの相談受
付件数　855件

新型コロナウイルス感染症の影響により、心身
や経済面で不安を抱える妊産婦等に対して支援
を行うことができた。また、オンライン申請を
導入したことで、新型コロナウイルス感染症対
策となるだけでなく窓口への訪問等妊産婦への
負担を減らすことにもつながった。

131 131 保育対策総合支援事業費補助金 幼児教育・保育課

①私立保育所等における新型コロナウイルス感染防止対策
②私立保育所等の感染拡大防止対策物品の購入
③私立保育所等300千円×103施設＝30,900千円
　　　　　　　　　　400千円×42施設＝16,800千円
　　　　　　　　　　500千円×128施設＝64,000千円
④私立保育所等273施設

R5.4.1 R6.3.31 0 111,700,000 あり
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132 132 障害者総合支援事業費補助金 障害保健福祉課

①新型コロナウイルス感染拡大の中、障害福祉サービス等事業所の事業継続
のための補助金を交付
②障害福祉サービス等事業所の事業継続に要する新型コロナウイルス感染対
策のためのかかりまし経費に対する補助金
③（サービス継続支援事業）
　療養介護                 1,978千円 × 2事業所 ＝  3,956千円
　生活介護                   631千円 ×34事業所 ＝ 21,454千円
　就労移行支援             221千円 × 2事業所 ＝    442千円
　就労継続支援Ａ型     　279千円 × 2事業所 ＝    558千円
　就労継続支援Ｂ型     　294千円 ×10事業所 ＝  2,940千円
　児童発達支援             271千円 × 3事業所 ＝    813千円
　放課後等デイサービス  257千円 ×11事業所 ＝  2,827千円
　短期入所　　　　　　　　  146千円 ×13事業所 ＝  1,898千円
　施設入所支援           1,013千円 ×17事業所 ＝ 17,221千円
　共同生活援助（介護サービス包括型）
                                   335千円 ×11事業所 ＝  3,685千円
　医療型障害児入所施設529千円 × 2事業所 ＝  1,058千円
　居宅介護   　　　　　　　 107千円 × 1事業所 ＝    107千円
　計画相談支援               50千円 × 2事業所 ＝    100千円
　（協力支援事業）
　生活介護                   316千円 × 2事業所 ＝    632千円
　就労継続支援Ｂ型       147千円 × 2事業所 ＝    294千円
　計画相談支援              25千円 × 2事業所 ＝     50千円
　地域移行支援　　　　　　18千円 × 2事業所 ＝　   36千円
　障害児相談支援　　　 　18千円 × 2事業所 ＝　   36千円
④120事業所

R4.4.1 R5.3.31 35,379,000 0

新型コロナウイルス感染症に係
る障害福祉サービス等事業者に
対するサービス継続支援事業費
補助金交付件数　86件
療養介護  1事業所、生活介護
16事業所、就労継続支援Ａ型
1事業所、就労継続支援Ｂ型　4
事業所、児童発達支援　2事業
所、放課後等デイサービス　8
事業所、短期入所　7事業所、
施設入所支援　10事業所、共同
生活援助（介護サービス包括
型）　11事業所、共同生活援助
（日中サービス支援型）　3事
業所、医療型障害児入所施設
1事業所、重度訪問介護　1事業
所、福祉型障害児入所施設　2
事業所、施設入所支援・生活介
護・短期入所合算　1事業所
【協力支援事業】
生活介護　8事業所、就労継続
支援Ｂ型　1事業所、計画相談
支援　1事業所、地域移行支援
1事業所、障害児相談支援　1事
業所、共同生活援助（介護サー
ビス包括型）　1事業所、施設
入所支援　4事業所、福祉型障
害児入所施設　1事業所
合計　86事業所

新型コロナウイルス感染症が発生した施設・事
業所における感染症拡大防止対策や人員確保、
利用者が必要とするサービスを確保するための
協力にかかる経費を支援することで、負担を軽
減した。

133 133 地域少子化対策重点推進交付金 次世代育成課

①地域における新型コロナウイルス感染症の影響に伴う少子化対策
②新生活のスタートアップに係る費用の支援
③夫婦ともに29歳以下の世帯
　・600千円×60組＝36,000千円
　夫婦ともに39歳以下の世帯
　・300千円×20組＝6,000千円
④29歳以下の世帯60組
　 39歳以下の世帯20組

R4.4.1 R5.3.31 36,439,000 0

新婚世帯96世帯に対し、補助金
を交付した。 新型コロナウイルス感染症の影響で経済的に困

窮する若い世代に対し、結婚における経済的負
担の軽減に寄与した。

134 134 子育て支援対策臨時特例交付金 健康増進課

①コロナ禍において不妊に悩む夫婦に対する特定不妊治療に係る治療費の助
成
②特定不妊治療費、補助金支給事務費
③(1)平均単価230,076円×715件＝164,505千円
　 (2)事務費2,200千円
④年度をまたぐ治療をした者
　 R4.1～3月治療終了者でR4に申請のあった者

R4.4.1 R5.3.31 105,977,011 0
特定不妊治療費交付件数　493
件

コロナ禍において令和4年度以前に保険適用外で
特定不妊治療を開始した方の経済的負担を軽減
できた。

135 135 休日当番医に対する委託料変更 健康医療課

①新型コロナウイルス感染拡大の中、年末年始に発熱外来に対応する休日当
番医にあたる医療機関のひっ迫を避け、安定して休日当番医を確保するた
め、年末年始の休日当番医にかかる委託料を増額
②年末年始の休日当番医にかかる委託料
③18医療機関×324,709円＝5,845千円
　 1医療機関×265,650円＝253千円
　 5医療機関×254,100円＝1,271千円
④年末年始に発熱外来に対応する休日当番医（市委託分）

R4.12.30 R5.1.3 6,924,762 0 年末年始発熱外来対応　22医療
機関

年末年始の新型コロナウイルス感染症とインフ
ルエンザ同時流行の危険性に対し、発熱外来対
応の医療機関を確保することができた。

136 136 中小事業者等グリーントランスフォーメーション
支援事業(11月補正分)

産業振興課

① コロナ禍において収入の減少が生じている中小事業者が、本補助金を利用
し、コスト削減及び省エネルギーにつながる製品等を購入することで、中小
事業者等への経済対策、ひいては地域経済の回復を目的とする。
② 委託料、補助金 400,000千円
③ 支援メニューごとに、以下のとおり想定している。
(1)「CO2排出量等の見える化支援」 200千円/社
(2)「ＬＥＤ等導入支援」 500千円/社
(3)「設備導入・省エネ機器導入支援」2,000千円/社
(4)「農業用省エネ技術等導入支援」1,500千円/件
(5)「林業用省エネ技術等導入支援」600千円/件
(6)「水産業用省エネ技術等導入支援」2,000千円/件
(7)「再生可能エネルギー活用型電気契約支援」低圧264千円/件、高圧1,320
千円/件
④所定の要件を満たす中小事業者及び個人事業主等

R4.7.1 R6.3.31 0 403,843,000 あり



実施
計画
No.

事業名 所管課
計画申請時の事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、単価
等）、④事業の対象（交付対象者、対象施設等））

事業始期 事業終期
充当対象
事業費

決算額（円）
R4→R5繰越額

R4→R5繰越
の有無

成果
（定量評価）

効果検証

137 137 中小事業者等グリーントランスフォーメーション
支援事業(11月補正分)

産業振興課

① コロナ禍において収入の減少が生じている中小事業者が、本補助金を利用
し、コスト削減及び省エネルギーにつながる製品等を購入することで、中小
事業者等への経済対策、ひいては地域経済の回復を目的とする。
② 委託料、補助金 200,000千円
③ 支援メニューごとに、以下のとおり想定している。
(1)「CO2排出量等の見える化支援」 200千円/社
(2)「ＬＥＤ等導入支援」 500千円/社
(3)「設備導入・省エネ機器導入支援」2,000千円/社
(4)「農業用省エネ技術等導入支援」1,500千円/件
(5)「林業用省エネ技術等導入支援」600千円/件
(6)「水産業用省エネ技術等導入支援」2,000千円/件
(7)「再生可能エネルギー活用型電気契約支援」低圧264千円/件、高圧1,320
千円/件
④所定の要件を満たす中小事業者及び個人事業主等

R4.7.1 R5.3.31 247,128,617 0

LEDや省エネ機器の導入など
カーボンニュートラルへの取組
を行う事業者
474者に258,676,917円を交付し
た。

原油高や物価高騰の影響によるコスト増に直面
している中小事業者に対し、コスト削減や省エ
ネルギーにつながる製品導入を支援した。製造
業を含む市内企業及び個人、団体等444者、農業
者21者、林業者4件、水産業者5件に補助金を交
付することで、市内事業者のカーボンニュート
ラル対応が図られた。


